
 

令和２年１月 20 日、那覇第２地方合同庁舎１号館大会議室（那覇市おもろまち２-１-

１）において、えるぼし認定通知書交付式を行い、福味局長から株式会社沖縄銀行（取締

役頭取玉城正保氏）へ認定通知書を交付しました。 

今回の認定は、県内では、６番目、金融業として初めての認定となりました。 

   

    

福味局長             福味局長 株式会社沖縄銀行の方々 

 

 

 

 

認定交付式の様子 

 

 

 

 

 

 

 

平成31年度/令和元年度第１号のえるぼし認定通知書交付式を行いました。 

えるぼし認定制度は、平成２８年４月１日に施行された女性活躍推進法に基づく制度で、

この法律において、労働者数 301 人以上の事業主は、自社の女性の活躍の推進に関する状況

把握、課題分析、それを踏まえた行動計画の策定・労働局への届出、労働者への周知・公表

等を行うこととされ、行動計画の策定・労働局への届出を行った事業主のうち、女性の活躍

推進に関する取り組みの実施状況が優良な事業主については、労働局への申請により、厚生

労働大臣の認定を受けることができるとされています（厚生労働大臣の権限は、都道府県労

働局長に委任されています（法第９条、法第 27条、省令第 21 条））。これを基準適合一般事

業主認定といい、「えるぼし認定」はその愛称です。「えるぼし」の「Ｌ」には、レディー（女

性）、レイバー（働く、取り組む）、ラウダブル（賞賛に値する）等意味があります。 

認定を受けた企業は、厚生労働大臣が定める認定マークを商品などに付することができる

ほか、公共調達で有利になります。 

※お知らせ                                    

特例認定制度（プラチナえるぼし（仮称））が創設されます。施行日：令和２年６月１日

株式会社沖縄銀行        

山城頭取 



常時雇用する労働者が 301人以上の事業主の皆さまへ

一般事業主行動計画に、数値目標を
「２つ以上」定める必要があります！

＼「改正女性活躍推進法」が施行されます／

・採用した労働者に占める女性労働者の割合(区)

・男女別の採用における競争倍率(区)

・労働者に占める女性労働者の割合(区)(派)

・男女別の配置の状況(区)

・男女別の将来の育成を目的とした教育訓練の受講
の状況(区)

・管理職及び男女の労働者の配置・育成・評価・昇
進・性別役割分担意識その他の職場風土等に関する
意識(区) (派:性別役割分担意識など職場風土等に関
する意識)

・管理職に占める女性労働者の割合

・各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び
役員に占める女性の割合

・男女別の１つ上位の職階へ昇進した労働者の割合

・男女の人事評価の結果における差異(区)

・セクシュアルハラスメント等に関する各種相談窓口
への相談状況(区)(派)

・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績(区)(派)

・男女別の再雇用又は中途採用の実績(区)

・男女別の職種若しくは雇用形態の転換者、再雇用者
又は中途採用者を管理職へ登用した実績

・非正社員の男女別のキャリアアップに向けた研修の
受講の状況(区)

・男女の賃金の差異(区)

状況把握・課題分析の結果、上記の①または②の区分のどちらか一方の取り組みが既に進んでおり、もう一方
の取り組みを集中的に実施することが適当と認められる場合には、①または②のどちらかの区分から２項目以
上を選択して、関連する数値目標を定めても構いません。

近年、女性社員の採用も増えてきているが、管理職
の女性は少なく、また、男女ともに長時間労働が課
題である会社の場合

数値目標１ ①の区分に関する数値目標！

数値目標の例

令和２年６月１日以降は、女性の活躍推進に関する情報公表についても、公表の仕方が
変わります。詳細は、裏面をご覧ください。

令和２年４月１日以降が始期となる一般事業主行動計画を作成する際は、原則として、
以下の①と②の区分ごとに１つ以上の項目を選択し、それぞれ関連する数値目標を定めた
行動計画の策定届を、都道府県労働局まで届け出る必要があります。

① 女性労働者に対する職業生活に
関する機会の提供

・男女の平均継続勤務年数の差異(区)

・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用
された労働者の男女別の継続雇用割合(区)

・男女別の育児休業取得率及び平均取得期間(区)

・男女別の職業生活と家庭生活との両立を支援する
ための制度（育児休業を除く）の利用実績(区)

・男女別のフレックスタイム制、在宅勤務、テレ
ワーク等の柔軟な働き方に資する制度の利用実績

・労働者（※）の各月ごとの平均残業時間数等の

労働時間 （健康管理時間）の状況

・労働者（※）の各月ごとの平均残業時間数等の

労働時間 （健康管理時間）の状況(区)(派)

・有給休暇取得率(区)

② 職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備

課長職より１つ下の職階の女性割合を
20％から30％にする。

数値目標2 ②の区分に関する数値目標！

毎月の平均残業時間を20時間以下にする。

（※）令和２年４月１日以降、状況把握の際には、管理職
を含む全労働者の労働時間を把握する必要がありま
すので、ご注意ください。

※「(区)」の表示のある項目：状況把握の際は、
雇用管理区分ごとに把握を行うことが必要です。

※「(派)」の表示のある項目：労働者派遣の役務の提供を
受ける場合には、状況把握の際は、派遣労働者を含めて
把握を行うことが必要です。

※ 上記の項目は状況把握項目を区分したものであり、
下線は基礎項目（必ず把握すべき項目）です。



Ｂ社の行動計画期間（R2.3.31終期） Ｂ社の行動計画期間（R2.4.1始期）

※受付時間 8時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）

沖縄労働局 雇用環境・均等室

令和２年６月１日以降は、常時雇用する労働者301人以上の事業主は、女性の活躍推進に
関する情報公表についても、以下の①と②の区分から、それぞれ１項目以上選択して２項
目以上情報公表する必要があります。

女性の活躍推進に関する情報公表の改正内容（令和２年６月１日施行）

※「(区)」の表示のある項目は、雇用管理区分ごとに公表を行うことが必要です。

電話番号 098-868-4380

※「(派)」の表示のある項目は、労働者派遣の役務の提供を受ける場合には、派遣労働者を含めて公表を行うことが
必要です。

A社の行動計画期間（R2.6.30終期）

R2.3.31 R2.4.1 R2.6.30

４月１日が始期となる次期
行動計画に数値目標を２つ
以上入れてください

４月１日時点では行動計画を策定
し直す必要はありませんが、7月１
日が始期となる次期行動計画に数
値目標を２つ以上入れてください

（※）策定届の新様式は、女性活躍推進法特集ページ（厚生労働省ホームページ内）に今後掲載する予定です
ので、ご確認ください。

R2.7.1

併せて、上記の項目とは別に、以下の項目についても、女性活躍推進法に基づく公表が可能となります。
・女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に資する社内制度の概要

・労働者の職業生活と家庭生活の両立に資する社内制度の概要

令和２年４月１日になったら、常時雇用する労働者301人以上の全事業主が
一般事業主行動計画を策定し直さないといけないのでしょうか？QQ

AA
令和２年４月１日以降に行動計画の始期を設定する301人以上の事業主は、
数値目標を２つ以上定めた行動計画を策定し、都道府県労働局に提出する
必要があります。

令和２年３月３１日までに都道府県労働局に策定届（※）を提出する場合は、
行動計画に定める数値目標は１つ以上でよいのでしょうか？QQ

AA
令和２年３月３１日までに策定届を提出する場合でも、行動計画の始期が令和２
年４月１日以降の場合は、数値目標を２つ以上定めた行動計画を策定する必要が
あります。

・男女の平均継続勤務年数の差異

・10事業年度前及びその前後の事業年度に

採用された労働者の男女別の継続雇用割合
・男女別の育児休業取得率(区)

・労働者の一月当たりの平均残業時間

・雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの
平均残業時間(区) (派)

・有給休暇取得率

・雇用管理区分ごとの有給休暇取得率(区)

② 職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備

・採用した労働者に占める女性労働者の割合(区)

・男女別の採用における競争倍率(区)

・労働者に占める女性労働者の割合(区)(派)
・係長級にある者に占める女性労働者の割合

・管理職に占める女性労働者の割合

・役員に占める女性の割合
・男女別の職種又は雇用形態の転換実績(区)(派)

・男女別の再雇用又は中途採用の実績

① 女性労働者に対する職業生活に
関する機会の提供

令和２年１月作成



労働者が101人以上の事業主の皆さまへ（施行：令和４年４月1日）

～女性活躍推進法が改正されました～

一般事業主行動計画の策定義務の対象や
女性の活躍に関する情報公表が変わります

一般事業主行動計画の策定・届出義務及び自社の女性活躍に関する情報公表
の義務の対象が、常時雇用する労働者が301人以上から101人以上の事業主に
拡大されます。
（※）労働者には、パートや契約社員であっても、１年以上継続して雇用されているなど、事実上
期間の定めなく雇用されている労働者も含まれます。

（※）今回新たに義務対象となる、常時雇用する労働者が101人以上300人以下の事業主については、
厚生労働省令で定める項目から任意の１項目以上を情報公表することが求められます。

常時雇用する労働者が301人以上の事業主は、情報公表項目について、
① 職業生活に関する機会の提供に関する実績、
② 職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績

の各区分から１項目以上公表する必要があります。

（※）現行は下記の14項目から任意の１項目以上を公表することとなっています。
（※）行動計画の数値目標の設定についても厚生労働省令により同様の対応を予定しています。

事業主の皆さまへ

＜各区分の情報公表項目のイメージ＞

事業主の皆さまにおかれては、下記の改正の内容をご覧いただき、施行日までにご準備い
ただきますようお願いいたします。

① 職業生活に関する機会の提供 ② 職業生活と家庭生活との両立

・採用した労働者に占める女性労働者の割合

・男女別の採用における競争倍率

・労働者に占める女性労働者の割合

・管理職に占める女性労働者の割合

・係長級にある者に占める女性労働者の割合

・役員に占める女性の割合

・男女別の職種又は雇用形態の転換実績

・男女別の再雇用又は中途採用の実績

・男女の平均継続勤務年数の差異

・10事業年度前及びその前後の事業年度に

採用された労働者の男女別の継続雇用割合

・男女別の育児休業取得率

・労働者の一月当たりの平均残業時間

・雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの

平均残業時間

・有給休暇取得率

労働者が301人以上の事業主の皆さまへ（施行：令和２年６月１日）

女性活躍に関する取組が特に優良な事業主に対する
特例認定制度（プラチナえるぼし（仮称））を創設します

（施行：令和２年６月１日）

女性の活躍推進に関する状況等が優良な事業主の方への認定（えるぼし認定）
よりも水準の高い「プラチナえるぼし（仮称）」認定を創設します。
なお、取得企業は、行動計画の策定義務が免除されます。
（※）認定を受けた企業は、厚生労働大臣が定める認定マークを商品などに付することができます。

令和元年12月27日時点

※ 改正法は令和元年６月５日に公布。



☆ 改正法の詳細な内容については、今後、労働政策審議会の議論を踏まえて、厚生労働省
令、行動計画策定指針等によりお示しする予定です。

☆ 女性活躍推進法の詳細は、厚生労働省ホームページ（女性活躍推進法特集ページ）をご覧く
ださい。

☆ 情報公表の際は、厚生労働省が運営する

「女性の活躍推進企業データベース」をご活用ください。
（URL：http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/）
「女性の活躍推進企業データベース」では、「女性活躍推進法」に基づく「情報公表」や

「行動計画の公表」の掲載先として、公表・情報の更新等をしていただくことができます。
また、女性活躍推進に関する認定（えるぼし認定）を受ける際の実績や取組状況、認定取

得後の実績等も本サイトでの公表が必要です。

データベースを利用するメリット～登録企業からの声
…誰もが活躍できる職場として、採用活動におけるアピールポイントになり、優秀な人材
の採用につながっている。
…掲載したことで取引先や消費者から良い評価をもらい、イメージアップにつながった。

お問い合わせ先

＜現行の女性活躍推進法に基づき実施すべき取組＞

①一般事業主行動計画の策定・届出
＜ステップ１＞ 自社の女性の活躍に関する状況の把握、課題分析
①採用した労働者に占める女性労働者の割合、
②男女の平均継続勤務年数の差異、
③労働時間の状況、
④管理職に占める女性労働者の割合

等を把握し、課題分析を行ってください。

＜ステップ２＞ 一般事業主行動計画の策定、社内周知、外部公表
ステップ１を踏まえて、(a)計画期間、(b)数値目標、(c)取組内容、(d)取組の実施時期を

盛り込んだ一般事業主行動計画を策定し、労働者に周知・外部へ公表してください。

＜ステップ３＞ 一般事業主行動計画を策定した旨の届出
一般事業主行動計画を策定した旨を都道府県労働局へ届け出てください。

＜ステップ４＞ 取組の実施、効果の測定
定期的に、数値目標の達成状況や、一般事業主行動計画に基づく取組の実施状況を点検・

評価してください。

②女性の活躍に関する情報公表
自社の女性の活躍に関する状況について公表する情報を選択し、求職者が簡単に閲覧でき

るように公表してください。

沖縄労働局雇用環境・均等室 受付時間8時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）
電話番号：０９８-８６８-４３８０
住所：那覇市おもろまち2-1-1那覇第２地方合同庁舎（１号館）３階

厚生労働省 沖縄労働局 雇用環境・均等室



子の看護休暇・介護休暇が
時間単位で取得できるようになります！

（施行は令和３年１月１日です）

育児や介護を行う労働者が子の看護休暇や介護休暇を柔軟に取得することがで

きるよう、育児・介護休業法施行規則等が改正され 、時間単位で取得できるよう

になります。

厚生労働省 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

改正前 改正後

☞ 「時間」とは、１時間の整数倍の時間をいい、労働者からの申し出に
応じ、労働者の希望する時間数で取得できるようにしてください。

☞ 法令で求められているのは、いわゆる「中抜け」なしの時間単位休暇
です。
・法を上回る制度として、「中抜け」ありの休暇取得を認めるように配慮をお願いします。
・既に「中抜け」ありの休暇を導入している企業が、「中抜け」なしの休暇とすることは、
労働者にとって不利益な労働条件の変更になります。ご注意ください。

（注） いわゆる「中抜け」とは、就業時間の途中から時間単位の休暇を取得し、就業時間の途中に再び戻ることを指します。

＜改正のポイント＞

就業規則の規定例（子の看護休暇の場合）

第○条

１ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（日雇従業員を除く）は、負傷し、
又は疾病にかかった当該子の世話をするために、又は当該子に予防接種や健康診断を受け
させるために、就業規則第◯条に規定する年次有給休暇とは別に、当該子が１人の場合は
１年間につき５日、２人以上の場合は１年間につき10日を限度として、子の看護休暇を取
得することができる。この場合の１年間とは、４月１日から翌年３月31日までの期間とす
る。

２ 子の看護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得すること
ができる。

※ 介護休暇も同様の改定が必要です。

事業主の皆さまへ

・時間単位での取得が
可能

・全ての労働者が取得
できる

・半日単位での取得が
可能

・１日の所定労働時間
が４時間以下の労働
者は取得できない



都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へ
育児・介護休業法や両立支援等助成金に関するお問い合わせは、

令和元年12月作成 リーフレットNo.16

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 011-709-2715 埼 玉 048-600-6210 岐 阜 058-245-1550 鳥 取 0857-29-1709 佐 賀 0952-32-7167

青 森 017-734-4211 千 葉 043-221-2307 静 岡 054-252-5310 島 根 0852-31-1161 長 崎 095-801-0050

岩 手 019-604-3010 東 京 03-3512-1611 愛 知 052-857-0312 岡 山 086-225-2017 熊 本 096-352-3865

宮 城 022-299-8844 神奈川 045-211-7380 三 重 059-226-2318 広 島 082-221-9247 大 分 097-532-4025

秋 田 018-862-6684 新 潟 025-288-3511 滋 賀 077-523-1190 山 口 083-995-0390 宮 崎 0985-38-8821

山 形 023-624-8228 富 山 076-432-2740 京 都 075-241-3212 徳 島 088-652-2718 鹿児島 099-223-8239

福 島 024-536-4609 石 川 076-265-4429 大 阪 06-6941-8940 香 川 087-811-8924 沖 縄 098-868-4380

茨 城 029-277-8295 福 井 0776-22-3947 兵 庫 078-367-0820 愛 媛 089-935-5222

栃 木 028-633-2795 山 梨 055-225-2851 奈 良 0742-32-0210 高 知 088-885-6041

群 馬 027-896-4739 長 野 026-227-0125 和歌山 073-488-1170 福 岡 092-411-4894

時間単位で利用できる有給の子の看護休暇制度や介護

休暇制度を導入し、休暇を取得した労働者が生じたなど

要件を満たした事業主には、両立支援等助成金が支給

されます。

両立支援等助成金 厚生労働省 検 索

＜両立支援等助成金について＞

（URL）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html

☞ 子の看護休暇や介護休暇を時間単位で取得することが困難な

業務がある場合は、労使協定を締結することにより、時間単位

の休暇制度の対象からその業務に従事する労働者を除外する

ことができます。困難な業務の範囲は、労使で十分に話し

合ってお決めください。

詳細は、ホームページをご覧ください。

※ 労使協定により時間単位での休暇取得ができないこととなった労働者であっても、
引き続き半日単位での休暇取得を認めるように配慮をお願いします。

＜労使協定を締結する際の注意点＞

（URL）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html
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